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企業の競争環境が急変する中で,変化やスピード

が以前にも増して経営の必要条件となっている｡企業

経営のあり方も,垂直統合型から,バリューチェーン

の中で事業の位置づけを明確にしたうえで,ビジネス

プロセス再構築を進め,強みを持つコアに集中する型

へと変化してきている｡

一方,情報技術(汀:州OrmationTechnology)の

進展に伴い,E(Enterprise)ビジネスも新たな段階に

移行している｡企業は,コア事業の強化のために,基

幹システムをネットワークで接続,連携させ,経営の

リアルタイム化や効率の向上を図っている｡新たな

欝
はじめに

経済のグローバル化が進み,企業の競争環境が激変する

中で,変化やスピードが以前にも増して経営の必要条件と

なっている｡企業経営のあり方も,事業の垂直統合型から,

特徴的な強みを生かす形で企業どうしが連携し,速く,低コ

ストで良質な製品やサービスを提供するような,ダイナミックな

バリューチェーンが注目されてきている｡

一方,IT(Information Technology:情報技術),特に

進化するEビジネスを支える

企業情報システム

急激な競争環境の変化に対応

し,新たな価値創造を図るため

に,企業情報システムでは,ネッ

トワークを介した相互の連携に

より,ライフラインとなった情

報を支えていく｡そのような企

業情報システムを,接続性･柔軟

性に優れた高信頼ミドルウエア

がサポートしていく｡

注:略語説明

G2B(GovernmenttoBusiness)

B2B(BusinesstoBusiness)

B2C(BusinesstoConsumer)

G2C(GovernmenttoCitizen)

G2G(Gover【menttOGover【ment)

B2E(BusinesstoEmp10yee)

KM(KnowledgeManagement)

SCM(SupplyChainManageme[t)

EC(ElectronicCommerce)

ERP(EnterpriseResource

Planning)

CRM(CustomerRelationship

Management)

価値の創造に向けて,社内外の組織や個人をつなぐ

ネットワーク型のコラボレーションも推進されている｡

利用環境についても,いつでも,どこからでも情報に

アクセスできるユビキタス環境がいっそう進展し,社会

生活での情報との接点が多様化,多面化し,情報シ

ステムの重要性がますます高くなり,情報のライフライ

ン化が進んでいく｡

日立製作所は,進化するEビジネスを支えるために,

変化に柔軟に対応でき,吉信頬なシステムをサポート

することをねらいとしたミドルウェアを提供している｡

ネットワーク基盤の目覚ましい発達は,情報システムの能力と

役割を質的に変化させてきた｡従来,主としてバックオフィス

業務の効率化に使用されてきた情報システムは,インターネッ

トの目覚ましい普及などにより,電子商取引システムをはじめ

とするフロントエンドのチャネル拡大やポータルシステムなど,

コミュニケーションの効率化と共創支援の役割を担うように

なってきた｡

ここでは,ITを活用したEビジネスの進化と,企業情報シス

テムの今後について述べる｡
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進化するEビジネス

インターネットを活用した新興企業,いわゆるドットコム企業

が,1990年代後半の経済,ビジネスの牽(けん)引役であった｡

これらの新興企業に特徴的なことは,急速に世界中に広がり,

幾何級数的に利用者数を拡大していたインターネットをチャネ

ルとして活用するビジネスモデルを採用し,急速な成長を遂

げていたことである(このようなインターネットを活用したチャネ

ル拡大ビジネスを,この論文では,e-COmmerCeのイニシャル

である小文字のeを用いて｢eビジネス+と称する｡)｡

その後,IT産業を中心とした米国経済の減速によって世

界経済の再編が進む中で,わが国ではデフレ圧力が継続し

ており,グローバル競争の激化と相まって,競争力強化のた

めの産業構造の改革が必須となっている｡企業経営におい

ては,コスト削減と効率化を追求する経営革新,新しい価値

の創造と提供,さらに,コアコンビタンス(中核となる競争優位

分野)の明確化と強化を目指す本業回帰の動きが活発になっ

ている｡

このような状況の中で,Eビジネスも新たな局面を迎えようと

している(前述のeビジネスとは異なり,基幹業務までを含めた

企業のさまざまな業務でインターネットを活用するビジネスを,

Enterpriseのイニシャルである大文字のEを用いて｢Eビジネ

ス+と称することにする｡)｡すなわち,経営的には,ますます

激化する競争に対応するために,時価経営の視点に立ち,

自社の強みであるコア業務を唆(しゅん)別,強化し,コア以

外の業務は徹底的に効率化する動きが活発化する｡一方,

ITの進化では,ネットワークの高速化と低コスト化が進み,事

業や業務間でのコミュニケーション･コラボレーションのコストを

低減させていく｡この結果,今後のEビジネスは,コア業務を

高付加価値化するための顧客指向サービスの統合と,コア

以外の業務の,アウトソーシング(外部委託)も含む徹底的な

効率化の方向へ進むものと考える(図1参照)｡

グローバル競争の激イ

変化する世界経済

ヒ デフレ圧力の継続

産業構造改革の必要性

叫や 顎∧≒く...､那三野ミ､㌻㌻′

図1経営環境の変化に対応するEビジネス
経営環境の厳しさが増す中で.企業は,lTを活用することにより.経営革

新,新価値の創造,コア事業の強化を推進している｡
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これからの企業情報システム

3.1ユビキクス情報社会における企業情報システム

情報技術の進化の中でも,利用環境に質的な変化をもた

らすという意味で特筆すべきなのは,ネットワークの進化･普

及と,情報機器の多様化である｡

ネットワークの進化では,音声や動画のスムーズな伝送を可

能とするブロードバンドが普及し,常時接続と相まって,いつ

でも,どこでも,だれでもネットワークを利用できるという環境が

整いつつある｡また,情報機器の多様化としては,携帯電話

や個人用携帯端末などのモバイル機器の発展と,家庭電化

製品のネット化などが大きな流れとなっている｡

このようなユビキタス情報社会では,日常生活やビジネスに

おける情報への依存度が高まり,情報が必需品化していく｡

そして,ビジネススタイルやライフスタイルが変化していく中で,

企業情報システムでは,利用する情報の内容や鮮度が,そ

の企業のビジネスや顧客にとって非常に大きな影響を及ぼす

ようになってくる｡

3.2 情報がライフラインになる時代の企業情報システ

ムの要件

情報が必需品となった社会では,適切な情報が適切なとき

に,正しく伝わることがきわめて重要である｡逆に,情報の利

用が制限されたり,何らかの障害によって利用できなくなると,

経済や産業,あるいは日常生活が一瞬にして機能しなくなる

事態が予想される｡

これは,情報がライフライン化してきたことを示している｡エ

ビキタス情報社会では,電気や水道,交通などに加え,情報

も一つのライフラインとなり,生活,社会,ビジネスを支えるきわ

めて重要な基盤になる｡

具体的なシステムの例として,金融システムの例を図2に,

交通情報共有･連携システムの例を図3に,電子行政システ

ムの例を図4にそれぞれ示す｡いずれのシステムでも,高い

信頼性と,変化への即応性が重要である｡

したがって,情報がライフラインとなる時代の企業情報シス

テムの要件として,(1)基幹システムとして必要な高い信頼

性と,(2)変化への即応性,特に,企業内外を問わずシステ

ムの連携を可能とする標準プロトコルの採用と,次々と市場

に現れる新しい情報機器への対応をはじめとする柔軟かつ

高度なネットワーク才妾続性があげられる｡

膚これからの企業情報システムを支えるミドルウェアと日立製作所の取り組み

4.1 日立製作所のミドルウエアへの取り組み

以上述べてきたようなEビジネスの進化に伴い,企業情報
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図2ライフラインとしての金融シ

ステムの例

金融システムは,生活やビジネスの根

幹を支える社会基盤として,すでに典型

的な情報ライフラインであると言える｡

注:略語説明
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図3ライフラインとしての交通情

報共有･連携システムの例

既存ライフラインである鉄道の制御シ

ステムと情報システムの連携･融合によ

り,新たな価値の創造が進む｡

図4ライフラインとしての電子行

政システムの例

公共サービスの電子化が着実に進む一

方で,ユビキクス環境やユニバーサルデ

ザインによってディジタルデバイドも解

消され.電子政府も確実にライフライン

の一部となっていく｡

注:略語説明

WAN(WideAreaNetwork)
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静止

ミドルウエアの進化

｢コラボレイティブEビジネス+

ポータルやウェブサービスによる協業

eとEの統合

ビジネスインテグレーションでの

基幹業務革新

eビジネス

チャネルとしてのインターネット利用

によるマーケット拡大

システムに求められる｢信頼性+と｢変化への即応性+を実現

するために,日立製作所は,オープンミドルウェアを開発,提

供している(詳細はこの特集の別論文を参照)｡特に,Eビジ

ネスの進化に呼応する形で,付加価値の高い基幹システム

を構築するミドルウェアの開発･提供に注力してきた｡

まず,信頼性に対応するコンセプトとして｢eとEの統合+を掲

げ,Cosminexusを中心とするミドルウェアを開発してきた｡さ

らに,ウェブサービスやポータルフレームワークなどの協業を支

援する機能をサポートをすることにより,組織どうしや組織と個

人などの協業を支え,変化に柔軟に対応できるように,｢コラ

ボレイティブ(協業型)Eビジネス+というコンセプトの下で,

Cosminexusほかのミドルウェアの進化と発展に取り組んでい

る(図5参照)｡

4.2 Eビジネスミドルウェアへの今後の取り組み

今後のEビジネスミドルウェアヘの取り組みとしては,優れた

製品の開発と提案に加え,以【Fの課題に取り組んでいく考え

である｡

(1)オープンソース化の活動や標準化などの業界活動への

積極的な取り組みによる標準化のいっそうの推進

(2)製品単品だけではなく,システムとしての性能,信頼性

(サービスレベルなど),拡張性を向上させるコンサルテーショ

ンの推進

吉岡正壱郎
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図5進化するEビジネスとミドルウエア

eとEの統合から.さらに､サービス統合やポー

タルによる個人･組織間の協業機能が強化され

た｢コラボレイティブEビジネス+へと進化する｡

(3)サポートサービスのいっそうの充実による顧客満足の徹

底追求

暦
おわりに

ここでは,進化するEビジネスと企業情報システムについて

述べた｡

日立製作所は,情報がライフラインとなる社会のために,顧

客を支える｢ベストソリューションパートナー+を目指し,今後

も,新しいEビジネスを実現するための,高い信頼性と柔軟性

を兼ね備えたEビジネスミドルウェアを提供していく考えである｡
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